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Ⅰ.平成22年3月期決算の概要

1



Ⅰ-１．決算の状況

比 率金 額収益比金 額収益比金 額

---17.20-9.08
1株当たり当期

純利益（円）

83.6%1,3972.5%3,0681.3%1,671当期純利益

8.6%6656.9%8,4335.9%7,767経常利益

11.0%7836.5%7,9105.4%7,126営業利益

▲7.8%▲10,251100.0%121,619100.0%131,871営業収益

増 減平成22年3月期平成21年3月期
区 分

単位：百万円

2

不動産事業は概ね前期並みに推移したものの、物流事業は景気低迷に伴う貨物量
の減少に加え、取扱料金の下落により、減収

営業収益

経費の削減に加え、租税公課の減少等により、増益営業利益

投資有価証券評価損が前期比で大幅に減少し、増益当期純利益

受取配当金の減少により営業外収支は減となったものの、営業利益増により、増益経常利益



Ⅰ-２．営業利益率の推移
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Ⅰ-３．セグメント別営業収益

▲0.6%▲6610,24210,308⑤不動産事業収入

▲3.6%▲1,35836,17237,531④陸上運送ほか収入

▲16.1%▲4,45423,18327,638③国際輸送収入

▲7.7%▲10,222121,853132,075計

▲0.6%▲6610,24210,308２．不動産事業

▲7.8%▲10,251121,619131,871営業収益

▲14.1%▲28▲233▲204消去又は全社

▲10.7%▲3,97033,27037,240②港湾運送収入

▲1.9%▲37318,98319,356①倉庫収入

▲8.3%▲10,156111,610121,767１．物流事業

増 減平成22年3月期平成21年3月期区 分

単位：百万円

4

前期に稼働した新規施設が寄与したものの、荷動きの低迷により入出庫の取扱いが低調に推移するとと
もに、在庫調整の進展等による貨物保管残高の減により、減収

①倉庫収入

大阪 道頓堀再開発の一環として建設した商業施設の新規稼働はあったが、賃貸ビルにおいて一部テナ

ントの退去等があり、微減
⑤不動産事業収入

東大阪の物流施設賃貸収入が寄与したものの、陸上運送が荷動き不振の影響を受け、減収④陸上運送ほか収入

取扱量は概ね堅調に回復しつつあるものの、運賃の下落の影響が響き、減収③国際輸送収入

コンテナ荷捌・一般荷捌とも下半期には若干持ち直したものの、上半期の落ち込みが大きく、減収②港湾運送収入



Ⅰ-４．セグメント別営業利益

7.7%89012,39111,501計

0.8%496,0626,012２．不動産事業

11.0%7837,9107,126営業利益

▲2.4%▲106▲4,481▲4,374消去又は全社

15.3%8406,3295,488１．物流事業

増 減平成22年3月期平成21年3月期区 分

単位：百万円

5

大阪道頓堀再開発の商業施設が全面稼働したことに加え、減価償却費及び間接費

用の減により、増益
不動産事業

営業原価の圧縮に努めたことに加え、前期に発生した新規稼働倉庫に係る一時費
用がなくなったため、増益

物流事業



Ⅰ-５．財政状態

-46.6%46.3%自己資本比率

55.58円616.54円560.96円1株当たり純資産

（243）（4,324）（4,081）（うち少数株主持分）

10,155114,377104,221純 資 産

9,732121,609111,876負 債

19,888235,986216,097総 資 産

増 減 額平成22年3月期末平成21年3月期末区 分

利益剰余金の増とその他有価証券評価差額金の増などにより、増加純 資 産

その他有価証券評価差額に係る繰延税金負債の増加や未払法人税等が増加負 債

有形及び無形固定資産が経年減価により減少したものの、株式相場回復に伴い投資
有価証券が増加

総 資 産

単位：百万円
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Ⅰ-６．キャッシュ･フローの状況

▲4,18410,48414,669現金及び現金同等物の期末残高

▲4,889▲1,6823,207財務活動によるＣＦ

▲7,078▲17,115▲10,037投資活動によるＣＦ

3,90414,52310,618営業活動によるＣＦ

増 減 額平成22年3月期平成21年3月期区 分

長期借入金の返済及び配当金の支払いにより支出額が増加財務活動によるＣＦ

有形及び無形固定資産の取得が前期に比べ減少したが、定期預金の預入
や投資有価証券の取得等により、支出額が増加

投資活動によるＣＦ

税金等調整前当期純利益と減価償却による内部留保等により増加営業活動によるＣＦ

単位：百万円

7



Ⅰ-７．セグメント別設備投資額・減価償却費

▲3,5721,2454,817１．物流事業

1,667

124

1,543

297

平成22年3月期

▲6,3527,895計

▲2,7803,078２．不動産事業

▲6,4388,106連 結

▲85210３．全社

増 減 額平成21年3月期区 分

単位：百万円設備投資額

6,635

619

6,016

1,870

4,146

平成22年3月期

▲2.7%▲1696,186計

▲5.1%▲1001,970２．不動産事業

2.2%1446,491連 結

102.6%313305３．全社

▲1.6%▲694,215１．物流事業

増 減平成21年3月期区 分

減価償却費 単位：百万円

8



Ⅱ.平成23年3月期決算予想
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Ⅱ-１．業績の次期予想

比 率金 額収益比金 額収益比金 額

---29.15-17.20
1株当たり当期

純利益（円）

69.4%2,1314.1%5,2002.5%3,068当期純利益

9.1%7667.2%9,2006.9%8,433経常利益

7.5%5896.6%8,5006.5%7,910営業利益

5.2%6,380100.0%128,000100.0%121,619営業収益

増 減平成23年3月期予想平成22年3月期実績
区 分

単位：百万円

10

償却費の減と荷動き回復により増益を予想営業利益

受取配当金の増加により営業外損益の改善を予想経常利益

物流事業において、輸出入貨物の取扱い増加と遠州の３ＰＬ事業のフル稼働等により
増収を予想

営業収益



Ⅱ-２．セグメント別営業収益・営業利益の次期予想

5.2%6,346128,200121,853計

▲3.3%▲3429,90010,242２．不動産事業

5.2%6,380128,000121,619営業収益

14.2%33▲200▲233消去又は全社

6.0%6,689118,300111,610１．物流事業

増 減
平成23年3月期

予 想

平成22年3月期

実 績
区 分

営業収益

4.9%60813,00012,391計

▲4.3%▲2625,8006,062２．不動産事業

7.5%5898,5007,910営業利益

▲0.4%▲18▲4,500▲4,481消去又は全社

13.8%8707,2006,329１．物流事業

増 減
平成23年3月期

予 想

平成22年3月期

実 績
区 分

単位：百万円

営業利益 単位：百万円
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Ⅱ-３．セグメント別設備投資額・減価償却費の次期予想

5541,8001,245１．物流事業

2,700

50

2,650

850

平成23年3月期

予 想

1,1061,543計

552297２．不動産事業

1,0321,667連 結

▲74124３．全社

増 減 額
平成22年3月期

実 績
区 分

単位：百万円
設備投資額

6,350

650

5,700

1,800

3,900

平成23年3月期

予 想

▲5.3%▲3166,016計

▲3.8%▲701,870２．不動産事業

▲4.3%▲2856,635連 結

5.0%30619３．全社

▲5.9%▲2464,146１．物流事業

増 減
平成22年3月期

実 績
区 分

減価償却費 単位：百万円
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Ⅲ.グループの重点戦略
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強みを融合した
最適ソリューションの提供

14

Ⅲ-１．グループ経営ビジョン

海外ビジネスの拡充

保有資産の最適活用

経営基盤の強化
及び

株主還元の充実

目指すべき企業像：「物流と不動産のソリューション・プロバイダー」

住友倉庫グループ重点戦略

・他社との連携強化

・情報システムへの投資

・ガバナンスの強化

・株主還元の充実

全 社

・既存再開発事業の推進

・新規開発案件の拡大
不動産

・営業体制の強化

・倉庫事業の再構築

（配送センター業務及びアーカイブ事業の強化）

・港湾運送事業の拡大

・中国・東南アジアビジネスの拡充

物 流



Ⅲ-２．グループ重点戦略

15

・営業組織再編
（荷主別組織に再編）

・遠州ﾄﾗｯｸ子会社化
・ﾕﾆｵﾝ・ｻｰﾋﾞｼｽﾞ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
及び住倉ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ子会社化

・道頓堀Ｃ地区 南堀江ﾏﾝｼｮﾝ竣工
・ｱｲｽﾀｰ子会社化
・自己株式取得（13億円）

平成18年度

・ｵﾑﾛﾝ住倉ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ設立
・浦安倉庫稼働
・羽生ﾄﾗﾝｸﾙｰﾑ第三期倉庫稼働
・南本牧倉庫稼働
・掛川倉庫稼働（遠州ﾄﾗｯｸへ賃貸）
・ﾗｰﾋﾞｸﾞ・ﾍﾟﾄﾛｹﾐｶﾙ・ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ設立
・自己株式取得（18億円）

平成19年度

・南港東倉庫稼働
・住友倉儲（中国）上海倉庫稼働
・道頓堀Ａ地区 複合施設建設計画
及び淀屋橋ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ建設計画策定

・道頓堀Ｂ地区 ｷｬﾅﾙﾃﾗｽ堀江竣工
・自己株式取得（60億円）

平成20年度

・淀屋橋ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ、道頓堀Ａ
地区及び羽生ｱｰｶｲﾌﾞｾﾝﾀｰ
建設着工に向けた取組み

・次期中期経営計画策定

平成22年度
（中計最終年度）

経営基盤の強化
株主還元の充実

グループ
重点戦略

強みを融合した
最適ソリューション

の提供

保有資産の
最適活用

海外ビジネス
の拡充

・ﾗｰﾋﾞｸﾞ・ﾍﾟﾄﾛｹﾐｶﾙ・ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ本格稼働
・組織再編
（ｱｰｶｲﾌﾞ事業部新設による同事業の強化・
海外企画課新設による同事業の拡充）

・遠州ﾄﾗｯｸ 大型３ＰＬﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（福島・厚木）稼働

平成21年度



Ⅲ-３．平成２１年度海外事業 （ラービグ・プロジェクト）
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ラービグ・ペトロケミカル・ロジスティクス（ＲＰＬ）本格稼働

ラービグ・ペトロケミカル・
ロジスティクス（RPL）

ユニオン・サービシズ・
シンガポール（USS）

■平成１９年８月

ラービグ・ペトロケミカル・ロジスティクス（ＲＰＬ）設立

■平成２１年４月

ペトロ・ラービグ 生産開始

ＲＰＬがリヤド及びジェッダに倉庫開設

■平成２１年１１月

ペトロ・ラービグ 竣工式開催 ＜ＲＰＬ本格稼働＞

ＲＰＬ保有のトラック

ジェッダ港（Saudi Ports Authority提供）

ペトロ・ラービグのプラント
（ペトロ・ラービグ提供）

ＵＳＳ事務所ビル

貨物の動き



Ⅲ-４．平成２１年度国内事業 （３ＰＬプロジェクト）
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厚木要冷センター外観

・顧 客 大手衛生用品メーカー様

・取扱内容 衛生ケア用品の北日本（１道１２県向け）配送センター業務

・稼 働 平成２１年６月

・顧 客 生活協同組合連合会ユーコープ事業連合様

・取扱内容 無店舗供給事業（共同購入・宅配

事業）における神奈川・山梨両県

への冷凍冷蔵品の供給のための

工場運営と配送業務

・稼 働 平成２１年１１月

（フル稼働） 平成２２年 ２月

・契約期間 ２０年間

・取扱点数 最大１億５千万点／年

（予想）

遠州トラック㈱における大型３ＰＬプロジェクト

消費者物流への足掛り

初の東北地区での拠点

■厚木要冷センター （神奈川県厚木市）

■福島営業所（福島県東白川郡）



平成22年度からの改正省エネ法への対応：中長期の環境関連投資を実施へ

Ⅲ-５．環境保全への積極的取組み
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環境に配慮した企業活動の推進

【環境保全に関する主な取組み】

平成１８年 ５月 環境方針 制定

平成１８年１０月～ グリーン経営認証（倉庫業）取得

平成１９年 ４月～ 倉庫施設において順次ＣＡＳＢＥＥ Ａランク評価 取得

平成１９年 ７月～ 物流総合効率化計画認定 取得

平成２０年 ５月 環境配慮型施設 大阪・南港東倉庫 竣工（19頁参照）

平成２２年 ２月 ＣＳＲ委員会に「省エネルギー推進会議」設置

モーダルシフトへの取組み

◆海運（艀）を使った取組み
平成１５年～ 大阪港－神戸港間の空コンテナの輸送を

陸上輸送から海上輸送へ転換。
平成２２年～ 国土交通省の内航フィーダーサービス等の

充実のためのモデル事業を開始。

◆鉄道を使った取組み
厚木営業所（神奈川県）と南港東営業所（大阪府）の貨物輸送に
鉄道を利用。CO2排出量、約８０%低減を実現。



Ⅲ-６．当社施設 表彰
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キャナルテラス堀江

■南港東倉庫 第3回大阪サステナブル建築賞 優秀賞 受賞（平成22年2月）

【大阪サステナブル建築賞】

大阪府温暖化の防止等に関する条例に基づき、

室内環境向上、省エネルギー、省資源、資源循環、

長寿命化、環境負荷の低減等に配慮した建築物が

表彰される。

■キャナルテラス堀江 第29回大阪都市景観建築賞 大阪市長賞 受賞（平成22年2月）

【大阪都市景観建築賞】

周辺環境の向上に資し、かつ景観上優れた建物や街並みを

表彰するもので、広く一般からの推薦があった建物・街並

みの中から選定される。

（上）南港東倉庫
（右上）太陽電池
（右下）屋上緑化

◆評価のポイント
① ＣＡＳＢＥＥ-大阪 Ａランク評価
② 屋上緑化・太陽光発電設備設置
③ 雨水利用

◆評価のポイント
道頓堀川に面してガラスウォールを
配した外観が、川面と一体となって
良好な親水景観を形成している。



Ⅲ-７．今後の取組み
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アーカイブ事業

■羽生アーカイブセンターの建設

埼玉県羽生市に書類保管・取扱いの拠点を建設
羽生アーカイブセンター

不動産事業

■道頓堀再開発プロジェクト ■淀屋橋オフィスビル建設計画

Ａ地区（約5,800㎡、容積率910％）に、 淀屋橋（大阪市中央区、1,675㎡）に、

商業施設・ホテル・賃貸住宅の複合施設を 賃貸用オフィスビルを建設予定

建設予定

完成予想図 完成予想図



補 足 資 料



①保管用倉庫面積・保管残高
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②トランクルーム期末保管残高
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③港湾運送取扱量
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④国際輸送取扱量
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⑤賃貸ビル面積
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本日はありがとうございました

ＩＲに関する連絡先

株式会社 住友倉庫 事業推進部広報ＩＲ課（担当：久保田）

〒550-0021 大阪市西区川口2-1-5

TEL 06-6581-1104 FAX 06-6581-3870

E-Mail ： ir_bx@sumitomo-soko.co.jp


